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27 

平成29年度一般会計予算の規模は、1兆7,626億円 

市民感覚をもって行財政改革を徹底的に行い、補てん財源に依存することなく収入の範囲内で予算を組むことを原則
とするなど、将来世代に負担を先送りすることのないよう、財政健全化に着実かつ積極的に取り組むとともに、限られ
た財源のなかで一層の選択と集中を全市的に進めることを方針としています。 

（歳入）1兆7,626億円  

資料1 予算規模（一般会計）（平成29年度予算） 

（歳出） 1兆7,626億円 

（※）その他は、繰入金使用料・手数料諸収入等 

単位：億円（構成比：％） 単位：億円（構成比：％） 

市税 

6,518 
 (37.0) 

国・府支出金 

4,922 
(27.9) 

公債収入 

1,368 
(7.8) 

譲与税・交付金 

1,323 
(7.5) 

地方交付税 

595 
(3.4) 

地方特例交付金  

23 
(0.1) 

その他 

2,877 
(16.3) 

人件費 

2,980 
(16.9) 

扶助費 

5,492 
(31.2) 

公債費 

2,868 
(16.3) 

行政施策経費
2,956 
(16.8) 

投資的経費 

1,365 
(7.7) 

特別会計 

繰出金等 

1,965 
(11.1) 
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16,459  
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3,975  
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資料2 予算規模（他都市比較）（平成29年度予算） 
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大阪市の平成29年度の予算は、一般会計、全会計とも政令市の中で最も大きい規模 

平成29年度 予算総額 



資料3 市税（他都市比較）（平成29年度予算） 
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市税総額は6,518億円で、政令市の中で2番目の規模 

大阪市の個人市民税の市税総額に占める割合は、政令市の中で最も低く、法人市民税の市税総額に占める割合は
最も高い 

市税総額（平成29年度予算） 

市税税目別構成比（平成29年度予算） 

6,518  

2,882  

1,889  
2,314  

1,765  

3,072  

7,193  

1,134  1,213  1,266  1,303  
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3,575  3,517  3,130  
4,007  3,520  3,303  2,633  2,869  2,666  2,575  

1,039  

投資的経費 

1,365億円  

8,416  8,490  8,501  

8,866  9,370  9,789  
9,600  9,443  9,469  9,515  

10,053  

義務的経費 

11,340億円  
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資料4 歳出構造の推移（平成18～28年度決算、29年度予算） 
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人件費や投資的経費の抑制を図っているものの、生活保護費などの扶助費や公債費といった義務的経費が高い伸び
を示している 

歳出の性質別経費の推移（一般会計） 

（※）平成28年度より予算科目の整理・統合を行っており、平成27年度以前の投資的経費には、臨時的経費を含む 

義務的経費 

11,340億円  

投資的経費 

1,365億円  

（※）平成29年度予算は、義務的経費において、府費負担教職員制度の見直しに伴う人件費の増（1,048億円）を含む（影響を除いた義務的経費：10,292億円） 
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資料5 義務的経費の推移（平成18～28年度決算、29年度予算） 
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義務的経費の内訳では、扶助費の割合が年々高くなっている 

義務的経費の推移 

（※）平成29年度予算は、義務的経費において、府費負担教職員制度の見直しに伴う人件費の増（1,048億円）を含む（影響を除いた義務的経費：10,292億円） 
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資料6 市債残高（他都市比較）（平成28年度決算） 
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市債残高 （普通会計・平成28年度末） 

市債残高 （全会計・平成28年度末） 

（億円） 
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資料7 健全化判断比率（実質公債費比率）（他都市比較）（平成28年度決算） 
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実質公債費比率は、公債費の財政負担の度合いを測る指標であり、18％以上の団体は、起債に許可が必要 

大阪市は、28年度決算において7.9％と早期健全化基準を大きく下回っており、政令市で7番目に低い数値 

実質公債費比率 （平成28年度） 

25%以上 

早期健全化基準 

18%以上 

起債に要許可 

（%） 
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資料8 健全化判断比率（将来負担比率）（他都市比較）（平成28年度決算） 

34 

将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合 

大阪市は、前年度比21.9ポイント改善の95.2％と早期健全化基準を大きく下回っており、政令市で9番目に低い数値 

将来負担比率（平成28年度） 

（%） 
400%以上 

早期健全化基準 
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資料9 経常収支比率（他都市比較）（平成28年度決算） 
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扶助費や公債費の割合が高く、経常収支比率が高い要因となっている 

経常収支比率 （普通会計・平成28年度） 



1,019  1,079  774  734  709  681  675  648  673  717  960  862  
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15,551 15,773 15,905 
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15,748 

資料10 普通会計決算の推移（歳入）（平成17～28年度決算） 
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普通会計決算（歳入） 

総務省の地方財政決算統計上における会計区分 

公営事業会計以外のすべての会計を普通会計とし、地方公共団体相互間の比較や時系列比較が可能となるようにされている 
普通会計とは 



2,958  2,785  2,756  2,565  2,439  2,395  2,415  2,323  2,091  2,075  2,036  1,965  
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15,529 15,733 15,876 
16,665 

15,728 
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16,993 
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資料11 普通会計決算の推移（歳出）（平成17～28年度決算） 
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扶助費は増加しているものの、人件費や公債費の減少により義務的経費は減少 

普通会計決算（歳出） 



資料12 普通会計決算及び財政指標等（平成24～28年度決算） 

38 

  （百万円） 

  24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 

歳入総額 1,700,781 1,675,766 1,641,158 1,631,983 1,574,838 

歳出総額 1,699,255 1,650,402 1,635,843 1,630,073 1,572,848 

歳入歳出差引 1,526 25,364 5,315 1,910 1,990 

実質収支 411 24,223 434 401 400 

標準財政規模 755,486 763,991 759,965 766,606 763,699 

財政力指数 0.90  0.91  0.91  0.92  0.93  

実質収支比率 0.1% 3.2% 0.1% 0.1% 0.1% 

経常収支比率 101.9% 98.3% 98.8% 97.6% 100.1% 

普通会計決算及び財政指標等 



資料13 公営企業会計決算（平成28年度） 

39 

公営・準公営企業における経営収支は、早くから都市施設の整備を進めてきたことから、上水道事業、下水道事業な
どは黒字を計上し、堅調な経営状況 

準公営・公営企業会計（平成28年度決算） 

（億円） 

会計名 総収益 総費用 純損益 
▲不良債務・ 
資金剰余 

地方債現在高 

準公営企業 

会計 

中央卸売市場事業会計 76 78 ▲2 35 610 

港営事業会計 153 131 22 143 1,428 

下水道事業会計 843 816 27 306 4,716 

公営企業 

会計 

自動車運送事業会計 133 127 6 ▲178 47 

高速鉄道事業会計 1,701 1,804 ▲103 1,263 4,861 

水道事業会計 660 508 152 399 1,651 

工業用水道事業会計 21 16 5 67 8 



資料14 地方公社の経営状況（平成27・28年度決算） 

40 ※表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。 

（単位：百万円） 

  
 住宅供給公社 

 27年度 28年度 

出資状況 

出資団体数     1 1 

出資金額 

総額   40 40 

本市出資額   40 40 

その他団体出資額   - - 

貸借対照表 

資産 

流動資産   6,077 6,756 

固定資産   77,746 76,392 

繰延資産   - - 

資産 合計   83,823 83,148 

負債 

流動負債   2,103 2,162 

固定負債   76,594 75,487 

特別法上の引当金等   - - 

負債 合計   78,697 77,649 

資本 

資本金   40 40 

剰余金   5,086 5,459 

法定準備金   - - 

資本 合計   5,126 5,499 

負債・資本 合計     83,823 83,148 

損益計算書 

経常損益 

営業収益 (a) 12,355 11,850 

営業費用 (b) 12,204 11,902 

一般管理費 (c) 219 223 

営業損（▲）益 (d=a-b-c) ▲ 68 ▲ 275 

営業外収益 (e) 12 17 

営業外費用 (f) 89 107 

経常損（▲）益 (g=d+e-f) ▲ 145 ▲ 365 

特別損失 
特別利益  (h) 446 1,014 

特別損失  (i)   276 

当期損益 

特定準備金計上前利益  (j=g+h-i) 301 373 

特定準備金取崩  (k) - - 

特定準備金繰入  (l) - - 

法人税等  (m) - - 

当期損（▲）益   (n=g+h-i-m)  301 373 

        

   (n=j+k-l-m)  301 373 

地方公社の経営状況 
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（単位：％、千円） 

団体名 
出資等 

比率 
当期利益 注1 

（当期損失） 
累積剰余 注2 

（累積欠損） 

（株）大阪メトロサービス 100.0 ▲25,200 1,519,437 

（株）大阪水道総合サービス 100.0 113,202 304,303 

（株）大阪城ホール 100.0 659,503 6,543,407 

（株）大阪港トランスポートシステム 69.6 389,763 6,513,078 

（株）大阪市開発公社 33.8 308,853 10,583,967 

大阪港埠頭ターミナル（株） 50.2 98,579 1,706,127 

大阪地下街（株） 50.3 1,003,406 7,399,577 

大阪港木材倉庫（株） 50.0 71,329 2,145,565 

大阪市街地開発（株） 42.8 224,955 2,589,815 

大阪外環状鉄道（株） 28.8 ▲681,446 ▲10,134,665 

クリアウォーターＯＳＡＫＡ（株） 100.0 ▲52,207 47,793 

外郭団体の決算状況（平成28年度） 

団体名 
出資等 

比率 
当期利益 注1 

（当期損失） 
累積剰余 注2 

（累積欠損） 

（社福）大阪社会医療センター 100.0 1,506 24,063 

（公財）大阪市救急医療事業団 100.0 0 0 

大阪港埠頭（株） 100.0 ▲352,586 15,719,705 

阪神国際港湾（株） 30.8 447,607 2,210,916 

アジア太平洋トレードセンター（株） 44.0 2,299,554 ▲14,812,366 

（株）湊町開発センター 87.6 296,331 4,098,733 

クリスタ長堀（株） 68.2 683,046 ▲11,126,116 

（公財）大阪国際交流センター 100.0 ▲36,402 531,545 

大阪市住宅供給公社 100.0 372,570 5,458,664 

（一財）都市技術センター 100.0 246,498 1,020,835 

（公財）大阪市博物館協会 75.0 160,536 1,151,724 

（公財）大阪科学振興協会 50.0 1,034 2,755,969 

（公財）大阪国際平和センター 50.0 ▲101,759 2,032,790 

（公財）大阪市都市型産業振興センター 12.6 ▲27,752 851,802 

大阪シティバス（株） 100.0 28,776 571,952 

注1） 財団法人：当期正味財産増減額、 社会福祉法人：当期活動収支差額、 株式会社：税引後当期純利益（損失）、 特別法による法人：当期純利益（損失） 

注2） 財団法人：正味財産合計－基本財産への充当額（基本財産を置いていない法人については、当該法人への出えん総額） 
社会福祉法人：純資産の部－基本金、 株式会社：純資産－資本金、 特別法による法人：資本合計－資本金 
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（単位：億円） 

負債の部 29,273 

流動負債 3,147 

地方債 2,491 

短期借入金 － 

賞与引当金 128 

未払金 100 

還付未済金 － 

リース債務 13 

その他流動負債 413 

固定負債 26,125 

地方債 22,692 

長期借入金 - 

退職手当引当金 1,705 

損失補償等引当金 350 

長期未払金 1,116 

リース債務 41 

その他固定負債 218 

純資産の部 121,481 

累積余剰 121,116 

評価・換算差額等 365 

負債及び純資産合計 150,755 

資産の部 150,755 

流動資産 3,000 

現金預金 492 

未収金 273 

貸倒引当金 ▲174 

基金 1,679 

貸倒引当金 ▲0 

短期貸付金 54 

貸倒引当金 ▲6 

その他流動資産 682 

固定資産 147,755 

事業用資産 65,108 

インフラ資産 69,332 

重要物品 691 

リース資産 54 

ソフトウェア 87 

建設仮勘定 1,499 

出資金 9,197 

信託受益権 － 

基金 638 

貸倒引当金 ▲0 

長期貸付金 1,466 

貸倒引当金 ▲327 

その他債権 100 

貸倒引当金 ▲92 

資産合計 150,755 

現金預金 

歳計現金や一時取扱金（所得税等）など 

主な項目 

• 一時取扱い金（所得税等）  250億円 
• 保証金（市営住宅の敷金等） 227億円 

基金 

項目 
• 財政調整基金 1,679億円 

• 貸倒引当金 ▲0億円 

インフラ資産 

インフラ資産は、①社会経済活動の基盤施設を構成
する公共財、②長期間にわたる効用をもち、かつ、広
範なネットワーク性をもつもの、③政府・地方公共団
体より、計画から維持管理まで長期間の適切な管理
が必要とされるもの 
⇒主に、道路、河川構造物、港湾施設など 

主な項目 取得原価 （減価償却累計額） 
• 土地 6兆79億円 － 

• 工作物 1兆8,951億円 ▲9,747億円 

出資金 

公営企業や株式会社などへの出資金 

主な項目 

• 交通局（高速鉄道事業）  3,471億円 
• 公立大学法人大阪市立大学 1,022億円 

その他流動資産 

市街地再開発事業における保留床に関するもの 

主な項目 

• あべのルシアス 191億円 
• あべのキューズタウン 156億円 

長期未払金 

特定の契約等により既に確定している債務のうち、平
成29年度以降に支払が予定されているもの 

主な項目 

• 市内府営住宅移管に伴う資金の償還 599億円 

• 弁天町駅前開発土地信託事業に係る 

和解に伴う債務 445億円 

退職手当引当金 

貸借対照表日時点に全ての職員が自己都合退職し
た場合の退職手当支給見込額 

地方債 

平成29年度以降の償還予定額 
⇒事業用資産、インフラ資産などの整備等に関する地方債 

その他流動負債 

その他の負債で平成28年度に支払または償還が 

予定されているもの 

主な項目 

• 一時取扱金（所得税等） 250億円 

賞与引当金 

平成28年6月支給の期末・勤勉手当の支払見込み額
（共済費含む）のうち、貸借対照表日時点の負担相当
額（平成27年度分）の残高 

地方債 

平成28年度の償還予定額 
⇒事業用資産、インフラ資産などの整備等に関する地方債 

※ 表中の金額は1億円未満は切り捨てのため、 

 内訳と合計が一致しない場合あり 

事業用資産 

事業用資産は、インフラ資産及びその他の固定資産
に属するものを除く有形固定資産及び無形固定資産 
⇒主に、公営住宅、学校、公園など 

主な項目 取得原価 （減価償却累計額） 
• 土地 5兆3,139億円 － 
• 建物 2兆3,153億円 ▲1兆1,493億円 

貸借対照表（一般会計）（平成27年度末） 



資料17 行政コスト計算書（一般会計）（平成27年度末） 

行政コスト計算書（一般会計）（平成27年度末） 

（単位：億円） 

経常収益 13,853 

市税 6,603 

地方譲与税 61 

交付金 882 

地方特例交付金 16 

地方交付税 418 

保険料 － 

分担金及び負担金 65 

使用料及び手数料 651 

国・府支出金 4,211 

他会計からの繰入金 68 

棚卸資産売却収入 － 

受取利息及び配当金 11 

その他経常収益 862 

経常収支差額 1,228 

特別利益 1,242 

資産売却益 84 

資産受贈益 11 

事業再編等に伴う移転損益 1,068 

その他特別利益 78 

特別収支差額 ▲649 

当年度収支差額 578 

経常費用 12,625 

給与関係費 1,846 

賞与引当金繰入額 123 

退職手当引当金繰入額 52 

物件費 1,289 

維持補修費 285 

減価償却費 946 

支払利息及び手数料 296 

貸倒損失 33 

貸倒引当金繰入額 6 

損失補償等引当金繰入額 ▲23 

棚卸資産売却原価 － 

扶助費 5,201 

負担金・補助金・交付金等 1,068 

他会計への繰出金 1,498 

その他経常費用 － 

特別損失 1,892 

資産除売却損 109 

災害による損失 － 

貸倒損失 － 

出資金評価損 － 

事業再編等に伴う移転損益 1,639 

その他特別損失 143 

※ 表中の金額は1億円未満は切り捨てのため、 

 内訳と合計が一致しない場合あり 
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人にかかるコスト 2,022億円 

行政サービスを担う職員の定例給与支払額およ
び将来の支出に備えるための引当金を計上す
るためのコスト 

物にかかるコスト 2,521億円 

公共施設の運営費や補修費、建物や工作物の
減価償却などのコスト 

移転支出的なコスト 7,768億円 

生活保護や医療費助成などの扶助費や、後期
高齢者医療広域連合に対する負担金、市立大
学への運営費交付金、国民健康保険事業会計
や公営企業会計への繰出などにかかるコスト 

事業再編等に伴う移転損益 1,639億円 

特別会計の廃止や大規模な事業再編に伴い、
それらが保有する諸資産・諸負債を受け入れ、
もしくは引き渡したことによる損益 

項目 

• 市街地再開発事業会計の廃止 625億円 

• 土地先行取得事業会計の廃止 518億円 

• ごみ焼却処理事業の 

一部事務組合への移行 495億円 

市税 

市民税、固定資産税、都市計画税などによる 

収益 

交付税 

地方消費税交付金などによる収益 

国・府支出金 

国や府からの負担金、補助金などによる収益 

その他経常収益 

宝くじ収益など他の科目に属さないもの 

事業再編等に伴う移転損益 1,068億円 

特別会計の廃止や大規模な事業再編に伴い、
それらが保有する諸資産・諸負債を受け入れ、
もしくは引き渡したことによる損益 

項目 

• 府営住宅の市への移管 735億円 

• 土地先行取得事業会計の廃止 333億円 
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資料のお問合せ 

 大阪市財政局財務部財源課 

 TEL：06-6208-7731 

 FAX：06-6202-6951 

 E-mail：da0005＠city.osaka.lg.jp 

大阪市ホームページ 

 http://www.city.osaka.lg.jp/ 

財政状況・市債について 

 大阪市財政局ホームページ 

 http://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/index.html 


